
内閣府における自治体支援の主な取組

地方都市等における地震対応のガイドライン
（平成２５年８月）

大規模災害発生時における地方公共団体の業務
継続の手引き（平成２８年２月）

市町村のための業務継続計画作成ガイド
（平成２７年５月）

市町村のための水害対応の手引き
（平成２８年６月）

【目的】

市町村が水害時にとるべき対応のポ
イント等を示すことで、市町村の災害
対応を支援するために策定したもの
【特徴】

 関東・東北豪雨災害で明らかと
なった課題も踏まえ、平時の備え
から災害対応の初動、応急対策、
復旧に至るまでの間、市町村がと
るべき災害対応のポイント等を解
説

 全国の参考事例を紹介、より専門
的な通知やガイドラインの入手先、
国の問合せ先を掲載

【特徴】

近年の災害事例等を踏まえ、地震のみな
らず、自然災害一般を対象としたもの

 対象とする災害を地震以外にも拡張

 東日本大震災の教訓を踏まえた見
直し

 平成27年9月関東・東北豪雨を踏ま
えた見直し

 業務継続計画策定の際の検討手法
や事例の充実

 手引きと解説を合冊し、構成を見直
すことにより、使い勝手を向上

【特徴】
 人口が1万人に満たないような小規模市町村であっても作成い

ただきたい事項（重要６要素）をまとめたもの
 計画を策定する上で参考となる事例を整理

【目的】

災害発生時に必要となる基本的な対
応を事前に確認しておくなど災害発生
前に対策を講ずるとともに、災害発生
時には対応状況（指示、確認）をチェッ
クすることによって、災害対応の効
率・円滑化を図る
【特徴】

災害対応の各段階（準備、初動、応急、
復旧、復興）において、地方公共団体
が実施すべき対応（１８の対策項目）
をチェックリスト形式で記載
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